
平成１８年度決算の概要

Ⅰ．貸借対照表

資産の総額は、固定資産が 億３千４百万円、流動資産９億８千４百万円の１９３

２０３億１千８百万円です。固定資産が資産の ％を占め、このうち県から出資等95
。 、を受けた土地・建物・構築物が１５７億５千４百万円の ％を占めています また78

図書が２６億１千１百万円の ％を占めている点も大学の貸借対照表の特徴です。13
負債の総額は、固定負債が３３億７千４百万円、流動負債１０億４千２百万円の総

額４４億１千６百万円であり、うち、固定負債として償却資産を承継・取得した場合

に当該資産の見返りとして計上し、減価償却処理により費用が発生する都度、取り崩

して収益化する資産見返負債が２９億２千５百万円と ％を占めています。66

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

１９，３３４ ３，３７４固定資産 固定負債

１９，３０２ ２，９２５有形固定資産 資産見返負債

５，７９４ ４４９(土地) 長期未払金

９，７４８ １，０４２(建物) 流動負債

２１２ ３００(構築物) 寄附金債務

９０４ ４，４１６(工具器具備品) 負債合計

(図書) 資 本 の 部２，６１１

３２ １５，８８７無形固定資産 資本金

９８４ １２６流動資産 資本剰余金 △

９１９ １４２現金及び預金 利益剰余金

３２ １５，９０２その他未収入金 資本合計

２０，３１８ ２０，３１８資産合計 負債資本合計

資本の部の総額は、１５９億２百万

円であり、資本金(県からの出資金)が

１５８億８千７百万円です。

資本剰余金については、環濠、駐車

場等の県から無償譲与された資本剰余

金２億２百万円および 損益外減価償＊

却累計額が３億２千８百万円あり、差

引△１億２千６百万円です。

＊損益外減価償却：建物等の県から出

資、譲与された資産は減価償却に見合う

収益を見込めなく、減価償却費を損益計

算に反映させずに資本剰余金から控除す

る公立大学法人会計特有の会計処理

資 産
20,318
百万円

土地
28.5%

建物
48.0%

図書
12.9%

その他
0.0%

工具器具備品
4.4%

無形固定資産
0.2%

流動資産
4.8%

機械装置
0.1%

構築物
1.0%

有形固定資産
95.0%
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Ⅱ．損益計算書

、 、 、経常費用の総額は 業務費が４３億４千３百万円 一般管理費が２億８千１百万円

財務費用が８百万円の４６億３千２百万円です。業務費については、支出の目的に応

じて表示する方法によっていますが、人件費を除く教育経費は４億８千２百万円、研

、 、 、究経費は３億２千７百万円 教育研究支援経費が３億７千７百万円で 人件費は役員

教員、職員合わせて３０億１千１百万円です。なお、経常費用に占める割合は、教員

人件費が ％と最も大きな割合を占めています。50
経常収益は、４７億７千４百万円であり、運営交付金収益が ％を占め２７億８58

、 （ ） 、千８百万円 学生納付金収益 授業料・入学料・検定料 が ％の１６億５千万円35
受託研究等収益が１億９百万円等です。

（単位：百万円）

４，６３２ ４，７７４経常費用 経常収益

４，３４３ ２，７８８業務費 運営費交付金収益
４８２ １，３４１教育経費 授業料収益
３２７ ２５７研究経費 入学金収益
３７７ ５２教育研究支援経費 検定料収益
１０６ １０９受託研究費等 受託研究等収益
４０ ４０受託事業費 受託事業等収益
７８ １８役員人件費 補助金等収益

２，３１４ ２２教員人件費 寄附金収益
６１９ ８６職員人件費 資産見返負債戻入
２８１ １一般管理費 財務収益

８ ６１財務費用 雑益

２３２ ２３２臨時損失 臨時利益

１４２当期総利益

経常費用の割合

　教育研究支援経費

8.1%

　研究経費

7.1%
　受託研究費等

2.3%

　教育経費

10.4%

　役員人件費

1.7%

　受託事業費

0.9%

　教員人件費

49.9%

教育研究経費

28.8%

　財務費用

0.2%

　一般管理費

6.1%

　職員人件費

13.4%
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収益から費用を差し引いた差額である当期純利益は１億４千２百万円で、第１期事業

年度であることから目的積立金取崩額がなく当期総利益についても同額の１億４千２百

万円です。

経常収益の割合

　財務収益
0.0%

　運営費交付金収益
58.3%

その他
7.0%

　雑益
1.2%

　資産見返負債戻入
1.8%

　寄附金収益
0.5%

　補助金等収益
0.4%

  学生等納付金収益
34.7%

　受託事業等収益
0.8%

　受託研究等収益
2.3%
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Ⅲ．教育実験実習費・研究費の内容
１．教育実験実習費
　教育実験実習費は、学内・学外での実習に伴う経費および授業での実験等で必要とな

 る消耗品・備品購入費等の経費で、平成１８年度は総額１２０，１８６千円を支出しま
した。なお、教育実験実習費を含む教育経費（人件費を除く)は４８２，１０２千円で、
学生１人あたりでは約１８９千円になります。

２．研究費
　研究費は一般研究費、特別研究費、在外研修旅費、受託共同研究費、奨励寄附金事業
費および科学研究費補助金等で、平成１８年度は総額４９８，２７９千円を支出しまし
た。

　研究費のなかで一番大きなウェイトを占めている一般研究費は、教員が個別に設定し
たテーマに基づく研究を行うための基礎的な経費です。
　平成１８年度は総額１８７，９４１千円を支出し、物品関係（研究用消耗品、備品、
学術図書等）の購入に約６割、調査や学会発表のための旅費に約２割を充てました。

一般研究費　内容

物品関係
112,926千

円

60.1%

その他
25,149千円

 13.4%

旅費
35,168千円

18.7%

賃金等
14,698千円

7.8%

一般研究費 各学部等執行額

国際教育
センター他

11,974千円

6.4%

人間看護
学部

32,733千円

17.4%

環境科学
部

60,837千円

32.4%

工学部
37,199千円

19.8%

人間文化
学部

45,198千円

24.0%

研究費　内訳

科学研究費
152,080千円

30.5%

奨励寄附金
事業費

21,865千円

4.4%
受託共同研

究費
102,018千円

20.5%

在外研修旅費

14,862千円

3.0%

特別研究費
19,513千円

3.9%

一般研究費
187,941千円

37.7%
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